
第21回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

個別注記表
（2020年８月１日から2021年７月31日まで）

株式会社はてな
　

個別注記表につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、インター
ネット上の当社ウェブサイト（https://hatenacorp.jp/ir/meeting）に掲載するこ
とにより株主の皆様に提供しております。
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
② その他有価証券 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差
額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

③ たな卸資産
・仕掛品 個別法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定）

（2）デリバティブ等の評価基準及び評価方法
　 ・デリバティブ
　 時価法

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法によっております。ただし、2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備については定額
法によっております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備 ８～15年
工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく

定額法によっております。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。なお、当事
業年度においては、個別の回収不能見込額はあり
ません。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額
のうち当事業年度に負担すべき額を計上しており
ます。
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（5）収益及び費用の計上基準
システム受託開発に係る売上高及び売上原価の計上基準
システム受託開発契約のうち、当事業年度末までの進捗部分について成果の確
実性が認められる契約については、工事進行基準を採用（契約進捗率の見積は
原価比例法）し、その他の契約については工事完成基準を採用しております。
なお、当事業年度において、工事進行基準によるシステム受託開発に係る売上
高はありません。

（6）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。なお、資産に係る控除対象外消費
税等は発生年度の期間費用としております。

② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建債権債務は、決算日の直物為替相場により
円貨へ換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

③ ヘッジ会計の方法
（ⅰ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たす為替
予約については、振当処理を行っております。

（ⅱ）ヘッジ手段とヘッジ対象
（ヘッジ手段）
為替予約
（ヘッジ対象）
外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

（ⅲ）ヘッジの方針
為替予約は、営業費用に係る為替変動リスクを回避する目的で行ってお
り、実需の範囲で実施しております。

（ⅳ）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フローの変動の累計と、ヘッジ手
段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動
額等を基礎にして判定しております。ただし、為替予約等の振当処理の要
件を満たしているヘッジ取引については、有効性の判定を省略しておりま
す。

2. 表示方法の変更に関する注記
　 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月
31日)を当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を
記載しております。
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3. 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 36,558千円（繰延税金負債と相殺前の金額は、41,915千円）
(2) 識別した項目に対する重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（企業会計基準適用指針第26号）

に従い、判定された分類及び将来の合理的な見積可能期間の課税所得に基づき、
繰延税金資産を計上しております。
将来の課税所得の見積りは、中期業績予測を基礎としております。特に、新型

コロナウイルス感染症の影響及び主要３サービスの成長を主要な仮定として織り
込んでおります。
課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影

響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、
翌事業年度以降の計算書類において繰延税金資産を認識する金額に重要な影響を
与える可能性があります。このため、今後の新型コロナウイルス感染症及び経済
動向によって、事後的な結果と乖離が生じる可能性があります。
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4. 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 133,101千円

（2）長期預け金は、資金決済法における自家型発行前払式支払手段の未使用残高に対す
る法定供託金であります。

（3）当社は、運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越
契約を締結しております。
当事業年度における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は、次のとおりでありま
す。
当座貸越極度額の総額 1,600,000千円
借入実行残高 －千円
差引額 1,600,000千円

5. 損益計算書に関する注記
（1）固定資産売却益の内訳

工具、器具及び備品 157千円

（2）固定資産除却損の内訳
工具、器具及び備品 2,062千円

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項
　
株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,985,200株 16,100株 －株 3,001,300株
　

（注）増加株式数は新株予約権（ストック・オプション）の行使であります。

（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項
　
株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 236株 －株 －株 236株
　

（3）当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの
を除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 77,000株
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7. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社は事業運営に必要な資金を通常の営業キャッシュ・フローから調達すること
を基本としております。
一時的な余資は主に短期的な金融資産等で運用し、設備投資等で一時的に多額の
資金が必要な場合は銀行借入等によって調達を行うこともあります。投機目的の
デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である
買掛金、未払金、未払費用はほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
投資有価証券は主に債券及び投資信託であり、発行体の信用リスクに晒されてお
ります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
営業債権に係る顧客の信用リスクは、社内規程に従い、営業部門において主要な
取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す
るとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま
す。また営業債権及び営業債務の一部には、外貨建取引のものがあり、為替の変
動リスクに晒されておりますが、一定額以上の取引に関しては為替予約及び通貨
スワップ取引を行う方針であります。
債券は、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であり
ます。投資信託は、購入の際に、安全性の高い銘柄及び商品に限定しており、定
期的に時価を把握し、価格変動に伴う損失を僅少なものに留めることに努めてお
ります。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要
因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が
変動することもあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2021年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの
は含まれておりません。（注２参照）

（単位：千円）
　

貸借対照表計上額（＊） 時 価（＊） 差 額
① 現 金 及 び 預 金 1,435,415 1,435,415 －
② 売 掛 金 336,493 336,493 －
③ 有価証券及び投資有価証券
（1）満期保有目的の債券 102,819 103,587 768
（2）その他有価証券 149,264 149,264 －

④ 敷 金 及 び 保 証 金 68,155 68,108 △47
⑤ 買 掛 金 （15,614） （15,614） －
⑥ 未 払 金 （67,097） （67,097） －
⑦ 未 払 費 用 （66,677） （66,677） －
⑧ 未 払 法 人 税 等 （50,071） （50,071） －
⑨ 未 払 消 費 税 等 （42,157） （42,157） －
⑩ 預 り 金 （33,579） （33,579） －
⑪ デリバティブ取引（＊）

ヘッジ会計が適用されていないもの 1,328 1,328 －
ヘッジ会計が適用されているもの 2,237 2,237 －

　

（＊）負債に計上されているものについては（ ）で示しております。
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計
で正味負債になるものについては（ ）で示しております。
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（注１） 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
① 現金及び預金、② 売掛金
これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

③ 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっておりま
す。ただし、ＭＭＦは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額によっております。

④ 敷金及び保証金
時価については過去の実績等から返還期間を合理的に見積もり、国債利回
りを参考にし、信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算
定しております。

⑤ 買掛金、⑥ 未払金、⑦ 未払費用、⑧ 未払法人税等、⑨ 未払消費税
等、⑩ 預り金
これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

⑪ デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないもの

　 （単位：千円）
区分 種類 契約額 契約額の

うち１年超 時価 評価損益

市場取引以外
の取引

通貨オプション取引
買建
米ドル

40,000 20,000 1,328 1,328

　

※時価の算定方法については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しており
ます。

ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方
法ごとの決算日における契約額は次のとおりであります。

（単位：千円）
　

区分
デリバテ
ィブ取引
の種類

主なヘッジ
対象 契約額 契約額の

うち１年超 時価 当該時価の
算定方法

為替予約
の振当処
理

為替予約
買建
米ドル

外貨建予定取引 91,237 － 2,237
取引金融機
関から提示
された価格
等による。

　

　

― 7 ―

2021年09月27日 13時10分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

　

区 分 貸借対照表計上額
長期預け金 12,002

　

（注）長期預け金は市場価格及び供託期間がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積るには過大なコストを要すると見込まれます。従って、時価を
把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とし
ておりません。

（3）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

　

１ 年 内 １ 年 超
５ 年 内

５ 年 超
10 年 内 10年超

現 金 及 び 預 金 1,435,415 － － －
売 掛 金 336,493 － － －
有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券（社債） 50,000 3,000 － －
満期保有目的の債券（その他） 8,985 － 39,892 －
その他有価証券のうち満期があるもの（社債） 20,000 20,000 － －

　

（注）敷金及び保証金については、満期が定められておらず、償還予定額が不明のため、
記載を省略しております。
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8. 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
繰延税金資産
未払事業税 4,083
資産除去債務 10,053
繰延資産減価償却超過額 376
ソフトウエア 23,443
その他有価証券評価差額金 336
その他 3,621
繰延税金資産合計 41,915
繰延税金負債
繰延ヘッジ損益 685
資産除去債務に対応する除去費用 3,025
その他有価証券評価差額金 1,645
繰延税金負債合計 5,356
繰延税金資産の純額 36,558

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な
項目別の内訳

　 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率
の100分の５以下であるため、注記を省略しています。
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9. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 763円53銭
（2）１株当たり当期純利益 57円74銭
（3）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 56円51銭
　
10. その他の注記
1. 資産除去債務に関する注記
（1）資産除去債務のうち、貸借対照表に計上しているもの
① 当該資産除去債務の概要
事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務費用等であります。

② 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を15年以内と見積もり、0.01％～0.93％の割引率を使用のうえ、
資産除去債務の金額を算定しております。

③ 当事業年度における当該資産除去債務の増減額
期首残高 32,641千円
時の経過による調整額 191千円
期末残高 32,832千円

（2）資産除去債務のうち、貸借対照表に計上していないもの
　 該当事項はありません。

2．ストック・オプションに関する注記
期末におけるストック・オプションの本源的価値の合計額 73,535千円
当事業年度において権利行使された本源的価値の合計額 16,758千円
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